
第１号様式（第３条第４項第１号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料は３部提出）
	契約番号
	
	工事件名
	

	会社名
	
	連絡先
	
	開札日
	



当該価格での応札が可能となった理由
	１　労務費



　２　手持工事の状況



　３　当該工事現場と事務所・倉庫との関係



　４　手持資材の状況



　５　手持機械の状況



　６　下請会社等の協力




　７　その他（仮設、安全管理、現場管理等当該工事への取組み）






（注１)　再度入札を実施した場合は、再度入札の開札日を開札日欄に記入してください。
（注２)　上記１から７の項目には、当該価格での応札が可能となった理由を、第２号様式から第１４号様式に基づいて、具体的に記入してください。
（注３)　上記１から７の項目は、必ず全ての項目を漏れなく記入してください。

第２号様式（第３条第４項第２号）


入札金額の積算内訳
	


(注１)　再度入札を実施した場合は、再度入札の入札金額の積算内訳を記入する。
(注２)　本市が本工事に定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものを添付して下さい。

第２－１号様式（第３条第４項第２号）

入札金額の積算内訳（共通仮設費の内訳書）


	契約対象工事名
	　

	費目・項目
	金額（円）
	備考

	共通仮設費
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　



(注)　再度入札を実施した場合は、再度入札の入札金額の積算内訳を記入する。


第２－２号様式（第３条第４項第２号）

入札金額の積算内訳（現場管理費の内訳書）


	契約対象工事名
	　

	費目・項目
	金額（円）
	備考

	現場管理費
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　



(注)　再度入札を実施した場合は、再度入札の入札金額の積算内訳を記入する。


第２－３号様式（第３条第４項第２号）

入札金額の積算内訳（一般管理費の内訳書）


	契約対象工事名
	　

	費目・項目
	金額（円）
	備考

	一般管理費
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	法定福利費
	　
	　
	　

	維持修繕費
	　
	　
	　

	事務用品費
	　
	　
	　

	通信交通費
	　
	　
	　

	動力用水光熱費
	　
	　
	　

	地代家賃
	　
	　
	　

	減価償却費
	　
	　
	　

	租税公課
	　
	　
	　

	保険料
	　
	　
	　

	契約保証費
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	・・・
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　



(注)　再度入札を実施した場合は、再度入札の入札金額の積算内訳を記入する。


第３号様式（第３条第４項第３号）

配置現場代理人等名簿

【会社名：　　　　　　　　　　　（ＪＶの場合は代表構成員）】
	区分(注１)
	氏名
（フリガナ）
	採用年月日
	資　格(注２)
	監理技術者証等番号

	現場代理人
	

	
	
	


	技術者
	

	
	
	

	
	

	
	
	

	
	
	
	
	



下記はＪＶの場合のみ記載してください。
【会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　（第二構成員）】
	区分(注１)
	氏名
（フリガナ）
	採用年月日
	資　格(注２)
	監理技術者証等番号

	　　　　
	

	
	
	

	
	

	
	
	



【会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　（第三構成員）】
	区分(注１)
	氏名
（フリガナ）
	採用年月日
	資　格(注２)
	監理技術者証等番号

	
	

	
	
	

	
	

	
	
	



(注１)　「区分」の欄には、本件工事において配置する現場代理人や監理技術者等（兼務する場合においては、同一枠内に両方）を記入してください。
(注２)　「資格」の欄には、「一級土木施工管理技士」や「監理技術者資格者」等、ＣＯＲＩＮＳに登録する資格等の名称を記載して下さい。
(注３)　上記に記載した現場代理人、技術者等は、病気等真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が入札参加資格を満たすと確認された場合以外は、落札決定後変更することはできません。ただし、議会の議決に付すべきものについては本契約までは、資格条件を満たすと確認された場合に限り届け出た技術者を変更することができます。

第４号様式（第３条第４項第４号）

手持工事の状況
【会社名：　　　　　　　　　　　　　】（注１）
	工事名
	工事場所
	発注者
	工　期
	金　額
	主任技術者又は
監理技術者の氏名

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注１）ＪＶの場合は、各構成員の会社名を記載の上、複数枚にわたっても構いません。
（注２）契約対象工事現場付近の手持工事のうち、契約対象工事の工事費の縮減に寄与するものに限り、記載してください。

第５号様式（第３条第４項第５号）

契約対象工事箇所と調査対象者の事業所、倉庫等との地理的関係

	



(注１)　分かりやすい地図で契約対象工事箇所と調査対象者の事務所、倉庫、隣接工事箇所等との関連が明確になるように記入してください（縮尺は問いません。）。
(注２)　上記記載の所在地や、契約対象工事箇所への所要時間も明らかにしてください。　

第６号様式（第３条第４項第６号）

手持資材の状況

	品　　名
	規格・形式
	単位
	手持数量
	本工事での
使用数量
	不足数量の
手当方法
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　　　
（注１）契約対象工事で使用する資材のうち、契約対象工事の工事費の縮減に寄与するもの全てを、記載すること。
（注２)　安全資材や看板等共通仮設費で使用する資材も記載してください。

第７号様式（第３条第４項第７号）

資材購入先又は資材リース元の状況

	工　種
種　別
	品　名
規　格
	単位
	数量
	単価
	予定している購入先又はリース元名等

	
	
	
	
	
	業者名
	所在地
	調査対象者との
関係(取引年数)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	資材購入費又は資材リース費
合計額（円）
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　
(注１)　自社にて購入又はリースする資材のみ記入してください。
(注２)　数量、単価の欄を記入し、調査対象者との関係の欄には、購入先予定業者との関係や取引年数を記入してください。
(注３)　予定している資材購入先又は資材リース元について、その会社の社印及び見積日（公告日以降）の記載のある見積書等を必ず添付してください。
(注４)　資材購入費又は資材リース費合計額は、必ず記入してください。

第８号様式（第３条第４項第８号）

手持機械の状況

	工種・種別
	機械の名称
	規格・形式・
能力・年式
	単位
	数量
	メーカー名
	現在の
利用状況

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



（注）　主に、当該工事に使用する予定の手持機械の状況を記入してください。

第９号様式（第３条第４項第９号）

機械リース元の状況

	工種
・種別
	機械の
名称
	規格/型式･
・能力/年式
	単位
	数量
	ﾒｰｶｰ名
	単価
	予定しているリース元名等

	
	
	
	
	
	
	
	業者名
	所在地
	調査対象者との関係(取引年数)

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	



	機械リース費合計額（円）
	



(注１)　自社にてリースする機械のみ記入してください。
(注２)　調査対象者との関係の欄には、機械リース元との関係や取引年数を記入し、その関係を証明する規約、登録書等があれば添付してください。
(注３)　予定している機械リース元について、その会社の社印及び見積日（公告日以降）の記載のある見積書等を必ず添付してください。
(注４)　機械リース費合計額は、必ず記入してください。

第10号様式（第３条第４項第10号）

労務者の具体的供給見通し
１　自社施工
	工　　種
	職　　種
	単　価（Ａ）
	員　数（Ｂ）
	合計額　(A)×(B)

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	
	
	
	　　　
	

	合　計(C)
	


２　下請会社施工
	工　　種
	職　　種
	単価（Ａ）
	員数（Ｂ）
	合計額(A)×(B)
	下請会社名

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	
	
	
	　　　
	
	

	　合　計(D)
	
	



	労務費合計額（円）
　（Ｃ）＋（Ｄ）
	



(注１)　第13号様式に記載している下請会社名全てを、「２ 下請会社施工」の欄に必ず記入してください。
(注２)　下請会社施工の場合、労務単価が不明の時は「合計額（Ａ）×（Ｂ）」のみ記入してください。
(注３)　労務費合計額（Ｃ）＋（Ｄ）」は、必ず記入してください。

第11号様式（第３条第４項第11号）

過去に施工した公共工事名及びその工事の発注者
【会社名：　　　　　　　　　　　　　】（注１）
	発　注　者
	工　事　名
	工　　期
	金　　額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



(注１)　 ＪＶの場合は、各構成員の会社名を記載の上、複数枚にわたっても構いません。
(注２)　 過去５箇年程度の実績を記載してください。
(注３)  過去に施工した工事で低入札調査制度により調査の対象となったものがある場合には、当該案件の備考欄に◎印を付してください。


第12号様式（第３条第４項第12号）

建設副産物の処理計画

	建設副産物
	受入予定箇所
	単位
	数量
	単価

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	受入合計額（円）
	



(注１)　当該工事で発生する、すべての建設副産物（コンクリート塊、アスファルト、建設発生木材、建設発生土等）について記入してください。
(注２)　 受入合計額は、必ず記入してください。



第13号様式（第３条第４項第13号）

下請負契約の予定の有無

１　下請負契約の予定　　　　　有　・　無　　（どちらかに○印を付けてください）

２　予定している下請負契約　　
	下請負契約の
工事内容（範囲）
	下請負契約の金額(税抜き)
	下請負契約の相手方
（会社名・代表者名・所在地）
	調査対象者との関係(取引年数)

	
	【内訳：諸経費】(注２)
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	

	
	
	

	
	
	
	

	下請負契約金額の
合計
	
	

	
	
	


(注１) すべての下請負契約予定業者（原則として、１次下請負の事業者のみを対象とするが、現場説明書において提出が求められている場合は、２次下請負以下の実際に施工する事業者を含む）について、その会社の社印及び見積日（公告日以降）の記載のある下請負契約見積書等の積算根拠を必ず添付してください。
(注２)　【内訳：諸経費】には、下請負契約金額のうち、諸経費（下請会社の経費や利益等）を記入してください。
(注３)　調査対象者との関係の欄には、下請負契約予定業者との関係や取引年数を記入してください。
(注４）下請負契約予定業者の見積書には、下請負契約予定業者の諸経費を必ず記載すること。また、提出した見積書の金額は、第２号様式の入札金額の積算内訳と整合していること。
第14号様式（第３条第４項第14号）

経営状況について

	



(注)　直近２箇年分の財務諸表（決算報告書）を提出してください。（ＪＶの場合は、各構成員のものを全て。）
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